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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本と欧米ドナーの民間連携型の開発支援のアプローチや事例、開発効
果の考え方を比較分析し、国際社会が合意した「持続可能な開発目標（SDGs）」達成に向けた、日本の開発協力
への示唆を導いた。日本は製造業立国として、自国企業の技術を活用した途上国の開発課題の解決や、リンケー
ジ構築による地場の裾野産業育成への貢献を中心に取り組んでいる。こうした取組の有効性を高めるうえで、
ODA事業の現場との連携は重要である。一方、欧米ドナーは近年グローバル企業と連携して繊維縫製業等のサプ
ライチェーン・マネジメントの持続性・包摂性を高める国際プラットフォームを構築しており、日本もこの動き
を注目すべきである。

研究成果の概要（英文）：This research made a comparative analysis of development partnerships with 
the private sector, being undertaken by different donors, and draw implications for Japanese 
development cooperation toward effective implementation of the Sustainable Development Goals (SDGs).
 Special attention is given to their approaches, case studies, and drivers for development 
effectiveness. As a leading manufacturing country, the Japanese approach emphasizes the utilization 
of its own technologies for solving development challenges, as well as local supporting industry 
development through linkage building with Japanese FDI. Because Japanese ODA has strong 
field-orientation, it is important to link its private sector partnerships with ODA activities to 
enhance development impacts. At the same time, the Western donors are increasingly promoting the 
global platform for sustainable and inclusive supply chain development (esp. textile & apparel 
sector), and Japan should give due attention to this move.

研究分野： 国際開発研究

キーワード： 民間連携　開発協力　国際援助比較　中小企業の海外展開支援　BOPビジネス
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
 
（1）グローバル化の進展により、途上国や
新興国に流れる民間資金が急増し、企業や財
団、NGO 等の民間主体による開発支援が規模
や影響力を増している。2010 年には途上国
に流れる資金総額の約 7 割を民間資金が占
めるようになり、政府開発援助（ODA）が途
上国支援の大半であった 90 年代初期と状況
は大きく変化している。また、リーマンショ
ック後の先進国市場の需要低迷により、企業
による新興国・途上国ビジネスは一層、増加
している。 
 
（2）こうした背景のもと、社会開発や貧困
対策を最重視していた欧米の主要援助供与
国（ドナー）は 2000 年代前半から成長志向
に転じ、企業と様々な連携メカニズムを構築
し、民間連携型の開発支援を強化するように
なった。典型的な取組が、企業の本業により
途上国の社会的課題の解決をめざすインク
ルーシブ・ビジネスや Base of the Pyramid 
(BOP)ビジネスである。外務省や国際協力機
構（JICA）をはじめとする日本の公的機関も、
2010年頃からBOPビジネス支援や中小企業の
海外展開支援等に取組んでいる。 
 
（3）企業による開発支援は従来の ODA の制
度設計や援助効果の評価方法を越える、新し
いアプローチの必要性を提起している。近年、
「ミレニアム開発目標（MDGs）」が達成期限
とする 2015 年以降（「ポスト MDGs」）の開発
アジェンダをめぐり議論が活発化している
が、MDGs を軸とする現行の国際援助の枠組は
公的援助や NGO を中心とし、企業の役割が十
分に位置づけられていないという問題があ
る。ポスト MDGs の枠組においては、開発効
果を最大化する観点からも、開発における企
業の役割をより明示的に位置づける必要性
がある。また、ドナー各国で官民連携アプロ
ーチが異なるため、それぞれの特徴・比較優
位を理解したうえで民間連携型の開発支援
に取組む必要がある。 
 
２． 研究の目的 
 
（1）本研究の目的は、途上国や新興国に流
れる民間資金の急増、開発における企業の役
割の重要性の拡大等をうけて、近年、国際社
会で関心が高まっている民間連携型の開発
支援に焦点をあて、日本を含む主要ドナーの
支援内容やアプローチ、開発効果の考え方を
比較分析することにある。そして、企業と開
発援助関係者との連携方法や開発効果の測
定方法を含め、「ポスト MDGs」時代の国際援
助の枠組と日本のODA制度設計への示唆を考
察する。 
 
（2）本研究では、民間連携型の開発支援を、
途上国が直面する様々な開発課題の解決の

ために、援助に携わる組織が企業と協働する
取組全般と定義する。開発課題は、貧困撲滅
から環境保全、産業振興、平和構築にいたる
まで広範である1。なお、民間主体は多様だが、
NGO や財団は従来から開発志向であり、また
資金規模で企業が圧倒的に大きいことから、
本研究では企業による開発支援に焦点をあ
てる。 
 
３．研究の方法 
 
（1）4年の期間に、研究会、専門家・実務家
等からのヒアリング、現地調査を組み合わせ
て、3 つの領域で情報収集・分析を行った：
①民間連携型の開発支援に関する主要ドナ
ーの支援アプローチの比較分析、②アジアと
アフリカにおけるドナーの支援事例の分析、
③民間連携型の開発支援を効果的に実施す
るための方策の検討、及び日本の取組への示
唆の考察。 
 
（2）第 1・2年次に日本における民間連携型
の開発支援を整理したレビューペーパー（和
英）を作成し、これを基盤として海外調査を
実施した。ドナーについては日本のほかに、
英国・ドイツ・スウェーデン（現地調査）及
び米国（文献調査）を対象とし、途上国の事
例については文献レビューとエチオピア・ケ
ニア・ベトナム・タイでの調査を行った。日
本の中小企業の海外展開支援については、関
西地域でものづくり中小企業や自治体、支援
機関等とのネットワークをもつ（一財）アジ
ア太平洋研究所（APIR）と連携して研究会を
開催し、検討を行った。 
 
（3）第 3 年次以降は発信活動に積極的に取
組み、欧州の国際会議（ロンドン、ストック
ホルム）での発表、社会的投資の専門家を招
聘した公開セミナーの開催、ドイツと日本の
専門家を招聘した国際セミナーの開催等を
行った。また、近年、日本政府が取組み始め
た中小企業の海外展開支援に焦点をあてた
書籍を出版した（『町工場からアジアのグロ
ーバル企業へ』、大野泉編著、中央経済社、
2015年）。さらに、外務省やJICAに協力して、
日本のODAを活用した民間連携型の開発支援
の現場を訪問し（ウガンダ、ラオス、ミャン
マー）、開発効果を高めるための方策につい
て助言した。 
 
（4）最終年次には、2015 年にポスト MDGs の
開発アジェンダとして国際社会が合意した
「持続可能な開発目標（SDGs）」及び日本政
府が策定した「開発協力大綱」を念頭におい
て、新しい時代の日本の開発協力として「ネ
ットワーク型開発協力」を提言した英語論文
                                                  
1 2015 年 9 月に国連で「2030 年アジェンダ」として採
択された「持続可能な開発目標（SDGs）」は、16 の課題
解決とグローバル・パートナーシップから成る 17 の目
標を掲げている。 



を書籍の一部として刊行した。政策研究大学
大学（GRIPS）において編著者である欧州日
本研究所（EIJS）の研究者と共同で国際セミ
ナーを開催し、成果を発信した。また、日本
の民間連携型の開発支援の効果を高める方
策の一つとして、知日産業人材の積極活用の
可能性を検討し、APIR と共同で研究会・セミ
ナーを開催して報告書と提言をまとめた。 
 
４．研究成果 
 
（1）民間連携型の開発支援の類型化 
主要ドナーの取組を目的別に整理し、5 つの
類型化を試みた（表を参照）。①は貧困層を
対象としたビジネス展開をODAで支援するも
ので、多くのドナーが取組んでいる。自国企
業を対象とするドナー（日本・ドイツ）と、
対象を限定しない場合（米国・英国・スウェ
ーデン）がある。②と③は途上国の課題解決
のために企業の技術を活用する点で共通す
るが、企業の既存技術の活用を支援するドナ
ー（日本・ドイツ）と、技術革新（イノベー
ション）の促進を重視する場合（米国）があ
る。また、日本とドイツは自国企業の技術の
活用に焦点をあてるのに対し、米国は他国の
企業・人材を含めたイノベーションやベンチ
ャー支援を重視する傾向にある。④は途上国
で展開するグローバル企業のサプライチェ
ーンにODA事業を組み込んで持続性と包摂性
を高めるもので、繊維縫製業や食品加工業の
事例が多い。⑤は外資や海外バイヤーとのリ
ンケージ構築をODAで支援することで途上国
の地場産業の振興に貢献するもので、日本企
業が長年、取組んでいる裾野産業育成及び開
発輸入支援は、その典型例といえる。JICA に
よる（パイロットベースでの）地場企業への
カイゼン支援のほか、日本貿易振興機構
（JETRO）や海外産業人材育成協会（HIDA）
による ODA を活用した取組がある。 

目的 主要ドナーの支援

①貧困層をパートナーとした、BOPビジネスモデルの
構築支援、及び同ビジネスを含む企業家の育成支援

・ドイツ（自国・EU企業が対象）
・日本（自国企業が対象）
・米国・英国・スウェーデン等
（対象企業に限定なし）

②途上国の開発課題解決に貢献する、企業の製品・
技術の普及実証（既存のODA事業や公共調達にお
ける活用）

・ドイツ（自国・EU企業が対象）
・日本（自国企業が対象）

③途上国の開発課題解決に貢献する、イノベーショ
ンの促進・起業支援

・米国（対象企業に限定なし）

④グローバル企業の既存サプライチェーンの一部に
ODA事業を組み込み、途上国ビジネスの持続性と包
摂性を高める支援

・米国・英国・ドイツ・スウェーデン等
・国際的なプラットフォーム構築へと発展

⑤途上国の裾野産業の育成（FDIリンケージ構築を
含む）、チャンピオン商品の輸出

・日本（カイゼン、５Sなどの品質・生産性を
重視）

民間連携型の開発支援の類型化

 
 
（2）各国の産業構造や制度を反映した、ド
ナーの支援アプローチ 
開発協力の中身やアプローチ・方法は、支援
を行うドナー国の産業構造や社会制度と密
接に関係している。日本とドイツは「製造業
立国」であり、産業界が長年培ってきた企
業・人材育成の制度が途上国への支援にも活
かされている。民間連携型の開発支援におい

ても、両国は途上国の課題解決に貢献する技
術を持った自国の製造企業の海外展開を推
進している。一方、英国は金融関連サービス
で稼ぐ「サービス業立国」で、民主主義・資
本主義などの基本的価値観や、法律・会計な
どの諸法規・制度といった、広い意味での「ス
タンダード」を知識集約型サービスとして提
供できる点に強みがある。英国政府が「予防
接種のための国際金融ファシリティー」
（IFFIm）やソーシャルインパクト投資など、
革新的な金融支援を次々と打ち出すのも、金
融サービスのノウハウを持つ人材層が厚い
からである。英国は民間連携型の開発支援に
おいて自国企業のみを対象とせず、むしろ
BOP ビジネス向けファンドなど金融面の仕組
みづくりに熱心である。米国の場合は、出自
を問わないオープンな環境のもと、起業家や
大学発のベンチャー等に、途上国の課題解決
のための革新的なアイデアを募り、実証試験
や投資面を支援する取組が活発である。また、
財団や NPO が重要な役割を果たしている。こ
れは米国の産業競争力の源泉がイノベーシ
ョン創出やプラットフォーム構築力にある
こと関係している。Apple、Google、Microsoft
等の IT・電機関連の新興企業を典型として、
世界中からチャレンジ精神をもつ優秀な人
材が集まり、切磋琢磨しながらイノベーショ
ンを生み出してきた土壌がある。ベンチャー
企業に対する投資基盤もある。 
 
（3）欧米ドナーの近年の取組：持続性・包
摂性を重視した国際プラットフォーム構築 
欧米ドナーは、日本より約 10 年早い 2000 年
頃に個別企業からの提案ベースの民間連携
型の開発支援を始めた。さらに近年は、特定
テーマを設定し、複数の企業や援助組織が参
加するプラットフォームを構築し、世界規模
で持続性と包摂性あるビジネスを推進する、
新しいイニシアティブを推進している。特に
注目されるのが、労働集約的で従事者の規模、
女性労働者が占める割合が大きい繊維縫製
業における、プラットフォーム型の民間連携
である。グローバルに展開する大企業と連携
し、サプライチェーンに関わる途上国の生産
者団体や委託加工先企業に対して、材料調達
のプロセス、安心・安全な労働環境の確保状
況のモニタリング、労働者の権利に関する従
業員教育等を行っている。バングラデシュの
Rana Plaza 事件（2013 年）2は、こうした点
に対し多くのドナーや大手アパレル企業の
問題意識を高める契機となった。 
 
具体的には、以下のとおり。 
① ドイツ開発協力省（BMZ）が 2014 年 10 月

に 立 ち 上 げ た Partnership for 
Sustainable Textiles (以下、Textile 

                                                  
2 ダッカ郊外の縫製工場ビル、ラナ・プラザビルが倒壊

し、1100 名以上の労働者が犠牲者となった大惨事で、労

働災害とされる。 



Partnership)――繊維縫製業のサプライ
チェーン全体において社会・環境・経済面
の改善をめざす、マルチステークホルダー
のプラットフォーム。ドイツ国際協力公社
（GIZ）は、国レベルの取組も始めている
（例：エチオピア、2016～19 年予定）。 

② スウェーデン援助庁（SIDA）、国際労働機
関（ILO）、アパレル大手の H&M による協定
――「働きがいのある仕事（decent work）」
を縫製業のサプライチェーン全体で実現
するための連携で2014年9月に署名。SIDA
と H&M が ILO に拠出し、技術協力を実施す
る仕組みで、カンボジアに続き、エチオピ
アで展開中。 

③ 世界自然保護基金（WWF）が提唱し、2009
年 に 立 ち 上 げ た Better Cotton 
Initiative――綿花の栽培・収穫・綿繰
り・紡績といった一連の過程で生産者に農
薬の使用方法、水の管理、土壌・環境保全、
品質向上、労働環境等の研修をするととも
に、買取会社や企業に対する啓蒙活動を行
う。米国 USAID、ドイツ BMZ、スウェーデ
ン SIDA、スイス等の援助組織が支援し、
アパレル大手企業が参加。 

④ 英国国際開発省（DFID）が 2010～13 年に
支援した Responsible and Accountable 
Garment Sector Challenge Fund（RAGS）
――縫製業にターゲットしたチャレンジ
ファンド。特に Ready-Made Garment 製造
企業で女性労働者等の労働環境の改善に
貢献する事業を提案団体（主に NGOs）を
通じて実施。インド、バングラデシュ、ネ
パール、レソトといった英国へのアパレル
輸出国で 11 件の事業を実施。 

 
当初、個別企業を対象に始まった欧米ドナー
の民間連携型の開発支援が、近年こうして、
一企業を超えた国際的な取組へと発展して
いる点は興味深い。 
 
（4）日本の取組：技術活用と品質・生産性
の重視、伝統的な裾野産業育成 
日本は 2010 年頃に BOP ビジネス支援、民間
技術の普及促進、中小企業の海外展開支援等
を開始した。日本企業からの個別提案を審査
し、ODA を活用して支援を行う。ただし、②
で述べた、国際的なプラットフォーム構築を
民間連携で行う事例はまだ見られない。 
 
日本の民間連携型の開発支援は、2 つの点で
興味深い。第 1に、日本の ODA 事業は途上国
の現場と強いつながりをもち、企業が技術の
普及実証を行う際に、JICA 等が培った現地ネ
ットワークが有用であること。例えば、大阪
の中小企業であるサラヤ株式会社が提案し
た、ウガンダでの「感染症予防を目的とした
新式アルコール消毒剤事業準備調査」（BOP ビ
ジネス連携促進、2012～14 年）及び「感染症
予防を目的とした全自動医療器具洗浄消毒
器導入に関する普及・実証事業」（中小企業

の海外展開支援、2013～16 年）は、青年海外
協力隊（JOCV）をはじめとする JICA 協力と
連携して実施された。これにより、①病院で
活動する JOCV 隊員を通じて、企業は現場レ
ベルの情報を把握しやすくなり、また医療従
事者への啓蒙活動を円滑に行いやすい（5S と
の相乗効果）、②隊員自身にとっても、企業
や JICA の存在により、オールジャパンの支
援としてカウンターパートからの信頼が高
まる、といった利点が確認された。こうした
JICA 事業と組み合わせた民関連携の事例は、
ラオス等、他国の取組においても観察された。 
 
第 2に、欧米ドナーが民間連携型の開発支援
を導入し始めた 2000 年初からの流れとは別
に、日本は伝統的に、日系企業が多く進出し
ている国において、ODA を活用して、日系企
業のものづくりパートナーとなる現地企業
や人材の育成を支援していること。これには
教育訓練機関あるいは企業内訓練を通じた、
日本型ものづくりが必要とする熟練技能者
の育成、地場企業に対するカイゼン支援があ
る。例えば、タイでは、日系自動車メーカー
に部品を納入する地場の裾野産業を広く育
成するために、JETRO・JICA・HIDA 等がトヨ
タ、ホンダ、日産、デンソーといった日系企
業 4 社とが連携して、「自動車裾野産業人材
育成プロジェクト」（AHRDP：2006～11 年）や
「タイ自動車人材育成機関プロジェクト」
（AHRDIP：2012～16 年）を実施した。日系企
業 4社から専門家を派遣し、タイ自動車イン
スティテュートを通じて裾野産業となる地
場企業の人材育成支援を行った（2010～13
年）。ベトナムでは、日系企業の現地調達率
を上げるために、JICA は約 20 名のシニア海
外ボランティアをチームで派遣し、金型・金
属加工分野の地場企業支援を行った（3 年間
で 174 社）。指導内容は 5S や品質管理、生産
性向上、技術管理といった日本式生産管理が
中心で、対象企業の選定においては、ベトナ
ム商工会議所や日系企業からの提案や JETRO
情報が活用された。 
 
繊維縫製業を典型とした労働集約的な工程
は、大量の安価な労働力を必要とするが、高
度な技能は求められない。しかし工業化の次
の段階として、部品や機械・設備など製造付
加価値の高い工程を拡大するためには、技術
者・技能者等、より高度な産業人材が求めら
れる。日本が長年取り組んでいる裾野産業・
人材育成支援は、こうした産業ニーズに対応
するものである。 
 
（5）日本の ODA・開発協力政策への示唆 
日本は実体経済を重視し、産業協力に豊富な
経験をもつドナーである。日本の強みは官民
ともに現場力にある。したがって、JICA の技
術協力など、ODA 本体事業との民間連携を一
層強化していくことは民間連携型の開発支
援の効果を高めるうえで重要である。その観



点から、現地で ODA 事業を実施している JICA
専門家や、JOCV、JICA 職員等から、現地の開
発課題やパートナー候補を提案してもらい、
関心ある企業のアイデア・技術とマッチング
する仕組の創設を検討すべきである。 
 
中小企業の海外展開支援は、他ドナーは行っ
ていない、日本特有の取組である。この背景
には、リーマンショック以降、日系企業のア
ジア進出動機が変化し、ものづくり中小企業
の単独型進出が急増したことがある。これら
中小企業の優れた技術・製品を活用して、途
上国の課題解決を図ることは、日本の強みを
活かした取組といえる。その際、特にアジア
には日本が長年の産業協力を通じて培った
知日人材の蓄積があり、こうした人材を積極
活用し、ネットワークを強化していくことは、
現地のニーズと企業のシーズをつなぐ意味
で開発効果に寄与する。大企業においても、
都市づくり、環境、医療など、途上国・新興
国が直面する課題解決に資するビジネス展
開を積極化しており、現地とのネットワーク
強化により、開発・設計段階から現地社会の
ニーズをくみ上げることは重要である。 
 
一方、欧米ドナーが近年取り組んでいる、大
企業の既存の活動の一部にODAとの連携事業
を組み込んで、サプライチェーンをより持続
的・包摂的にするアプローチは、日本では進
んでいない。そして大企業を巻き込んだ国際
的なプラットフォーム構築は、当該企業を超
えたインパクトをもちえる。こうした取組は、
開発効果を最大化する観点から重要であり、
JICA を含め日本として今後、積極的に関わる
べきである。 
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